
高齢者や障害者の介護・ 福祉サービ スが、 いま深刻な人材不足に直面

し 、 大きな社会問題になっ ていま す。 介護労働者は１ 年間で５ 人に１ 人

が離職し 、 募集し ても予定ど おり 人が集ま ら ない障害者の事業所が７ 割

近く に のぼっ て いま す。 希望に燃えて就職し た青年たち が 「 月収15万、

円では結婚もでき ない 「 働き がいがある が、 仕事がき つい。 給料が安」

い」 と 無念の思いであいついで職場を去っ ていま す。

高齢化社会を迎え、 現場は深刻！
介護福祉士養成校への入学者が、 昨年に比べて 2, 593人（ 13％） も 減り 、 定員の 64％し か満た し てい

ま せん。 政府は高齢者の増加を見込み、 2014年ま でに介護職員を 40万～60万人増やす必要がある と し て

いま すが、 こ のま ま では介護現場の人材不足はさ ら に深刻になる こ と が予想さ れます。

日本共産党は、 利用者のく ら し と 人権を守る ためにも 、 職員が安心し て働く こ と のでき る労働条件を

と と のえる こ と が大切だと 考えま す。 こ の

立場から 、 介護保険法改悪、 自立支援法に

き っ ぱり 反対し 、 政府に抜本的改善・ 見直

し を求めてき ま し た 。

12月25日、 日本共産党国会議員団は、 高

齢者介護と 障害者福祉分野にし ぼっ て ５ 項

目の「 緊急提言」 を おこ ない、 人材確保の

ために全力をあげていま す。

納めた税金は国民の福祉く ら し に使え！
ヨ ーロ ッ パの国々では、 高齢者・ 障害者の尊厳を守る ために、 福祉・ 介護サービ ス に手厚い職員配置

をおこ ない、 待遇改善と 地位向上に力を入れていま す。 人材確保に必要な財源は、 予算の浪費を見直す

と と も に 、 年５ 兆円にのぼる軍事費にメ ス を入れ、 大企業と 大資産家への優遇税制をただすこ と で十分

に確保でき ま す。 世界第２ 位の経済力は、 国民の福祉と く ら し の向上に使わせま し ょ う 。

介護・ 福祉職員確保のために

①国の責任で介護・ 福祉労働者の待遇の改善を

②介護・ 支援費の事業所にたいする報酬引き上げを

③介護職員にふさ わし い身分保障と 労働条件を

④人員配置基準を抜本的に改善する

⑤自治体も福祉の人材確保に役割発揮を


